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〔出所〕 玉野井芳郎著作集第 2 巻， [f'生命系の
経済に向けて~， p.86。












































(2) K. E. Boulding,“Beyond Economics, Essays on Society, Religion, and Ethics, 1968 (公
文俊平訳『経済学を超えてJI (改訂版〉学習研究社， 1975, p. 213)。



























































































ていることはいうまでもない。市場経済の発展は，第 1 次産業から第 2 次産業へ，さらに第 2
次産業から第 3 次産業へとその活動のウェイトを移しているようにみえる。だが，第 1 次産業
なしには第 2 次産業の存立はありえないし，第 3 次産業のみが栄えることは不可能で、ある。た
とえ，一国規模においては第 1 次産業のウェイトが極小化しても，それは貿易のかたちで、外国
の第 1 次産業に依存しているにすぎない。第 1 次産業を切り捨て，第 2 次産業の隆盛の上に国
民経済の成長を計るのは，外国の(発展途上国の)第 1 次産業の搾取の上に自国の繁栄を築こ





























































表 1 エネノレギ一部門からの CO2 排出量 (1985年・地域別比較〉
(炭素C換0算2 総10排億出ト量ン/年〉 く%) (炭1素人換当算りト排ン出/量年)
世界(計〉 5.15 (100) 1. 06 
先進工業地域 3.83 (74) 3.12 
~I:アメリカ 1. 34 (26) 5.08 
西ヨーロッパ 0.85 (16) 2. 14 
OECD太平洋地域 0.31 ( 6) 2.14 
ヨーロ y パ中央計画経済圏 1. 33 (26) 3.191) 
開発途上地域 1. 33 (26) 0.36 
アフリカ 0.17 ( 3) 0.29 
アジア中央計画経済圏 0.54 (10) 0.47 
ラテン・アメリカ 0.22 ( 4) 0.55 
中東 o. 13 ( 3) 1. 20 
南および東アジア 0.27 ( 5) 0.19 
注1) OECD 以外のヨーロッパ。






ス」である二酸化炭素 (C02) の排出量をみると， IPCC の推計では，表 1 のように，先進工
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〔出所] !i'IPCC 地球温暖化レポート.lI， p.46。
気体」によって温められた結果，地表の表面温度は平均 288K (150 C) に保たれている。
地球に入射する太陽エネルギーは，途中雲などによって吸収されたり，反射されたりするこ
とがなければ， 1 平方メートル当り 342 ワットになる。そのうち約24%は大気中の水蒸気，オ
ゾン，エアロゾル，雲などによって吸収され，約30%は空気分子，雲，地表によって宇宙空間
に反射され，残り 46%が地表に到達する(図 6 参照〉。これにたいして，地表からの赤外放射
は 390 ワット，太陽エネルギーの 114% に当たり，そのうち宇宙に直接放射されるのは 6 (21 
ワット〉だけで，残りは大気に吸収されたのも，大気からの放射38にふくまれる。これに雲か





国連環境計画 (UNEP) と世界気象機関 (WMO) が共同で1988年11月に設立した「気候変
動に関する政府間パネルJ (IPCC) が世界中から約 1 ， 000人にのぼる科学者，専門家の参加を
得て 2 年がかりで作成した報告書によれば，地球全体の地上平均気温は，過去100年間に 0.3'"





って二酸化炭素 (C02)，メタン (CHβ，一酸化二窒素 (N20)，クロロフルオロカーボン〈い
わゆるフロン CFCs) といった温室効果ガスの大気中濃度は，第 2 次大戦後著しく増大してい









dL弘ら現在で、は 310 ppb に上昇している。 CFC-11 や CFC-12 の大気中の濃度は，それ







ナリオ B ， C , Dの 4 つの仮定をおいて，将来予測をしている。それによると，シナリオAを
(11) ppm=parts per miIlion (100万分の 1 ) 
ppb=parts per bil1ion (10億分の 1)
ppt=parts per trillion (1 兆分の 1)














定化できる。 COz の排出は来世紀中頃までに 1985年レベルの 50%にまで削減される。 (IPCC 地球温
暖化レポート， pp; 84"'860) 
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仮定すると，来世紀中の全球平均気温の上昇率は10年間で約 0.3 0 (不確定性による幅を考慮す
れば10年間で 0.2'"'-'0.5つであり， 2025年までに現在より約 1 0 (産業革命前より 20) の全球平
均温度の上昇があり得るし，来世紀末までには 30 (産業革命以前より 40) の上昇を予測して
いま(シナリオBでは 10年間に約 0.2 0，シナリオ Cでは 10年間に約 0.1 0 強，シナリオDで
は10年間に約 0.1 0 と予測している。〉この温度上昇は，地域によって異なった分布になり，主
として熱帯地方では地球平均の半分，極地方では地球平均の 2 倍の上昇となろう。
また，シナリオAでは，主に海洋の熱膨張と陸氷の融解によって全球の平均海面は，来世紀
を通して平均すると 10年間に約 6cm (不確定性による幅を考えると 10年間に 3'"'-'10cm) 上昇
する。平均海面の上昇は， 2030年までに約 20cm，来世紀末までに約 65cm と予測される。












巨大都市の住民である。 2050年までに予想される 30'"'-'50 cm の海面上昇は，低い島興や沿岸



















たとえば硫黄酸化物 (SOx) を排出する電力業についていえば， a) 発電量を規制する， b) 重
油の量を規制する。 c) SOx の排出量を規制する方法がそれに当たる。 a) 発電量の規制によ
って SOx の排出量は規制されるが，この方法では低公害技術開発のインセンティブは全く働
かない。 b) 使用する重油の量の規制は，割当てられた重油の量で発電量を増やすための省エ
ネ技術は促進されるが，汚染物質を減らす努力は促されない。 c) SO.~ の排出量の規制はヨリ
効率的な生産を促す点でもっとも望ましいが，排出量の割当てに問題が生じる。
直接規制の方法としては「濃度規制J (当該工場から排出される空気や水の中にふくまれる
汚染物質の濃度を規制する〉がおこなわれているが，この方法では排出する空気や水の量を増
やして，濃度を稀釈するという方法がとられる「抜け道」があり，そのため「総量規制J (一
定の地域内で許容される水準に汚染物質の総排出量を規制する〉がおこなわれる必要がある。
「総量規制」を実施するためには，地域内の工場ごとに排出量を割当てる必要があり，排出量
の割当てに当たっては，同一排出量でヨリ多くの財を生産する工場に割当てを多くし，ヨリ少
ない工場には割当てを少なくすればよいが，そのためには当局者がすべての工場の生産構造を
知る必要があり，それはきわめて困難か，できても莫大な調査費用がかかる。
したがって「直接規制」の方法が望ましいのは， (i)汚染源が特定され，緊急に汚染物質を削
減する必要のある場合か， (ii)排出量にたいする生産性の低い企業がスムーズに産業から退出す
るために要する調整期間，に限られるべきである，とされている。
(2) 排出課徴金制度
汚染物質の排出による環境破壊のコスト(外部費用〕に相当する額を「課徴金」として徴収
するもので，大気汚染物質の排出量や水質汚濁物質の負荷量に応じて「排出課徴金」を課する。
それによって，企業は外部費用をふくんだ生産コストを最小化するために，汚染物質の排出量
の削減に努力する。さらに，将来の費用負担削減のために，汚染防止技術の開発に取り組む。
課徴金の賦課によって企業の短期限界コストが上昇するため，短期的には産業全体の生産量は
減少し，汚染物質の排出量も減少する。さらに企業の平均費用も上昇するので，長期的には正
常利潤を上げられない企業はその産業から退出する。その結果，汚染物質排出企業は減る。そ
ればかりでなく，当該産業に残って生産をつづ、ける企業は排出量の比較的少ない企業となるの
で，産業全体としての排出量も減少する。
(3) 補助金制度
- 83 ー
奥村茂次
汚染物質の排出量の削減による外部費用の減少分に相当する額を補助金として企業に支給す
るもので，企業は補助金の受取額を大きくするために排出量の削減に努める。また将来におけ
る補助金受取りのため，汚染防止技術を開発する。このように短期的には補助金制度は排出課
徴金制度と同ーの効果をもつが，長期的にみれば，補助金が企業の利潤を増やし，新規参入を
促す結果，汚染物質の排出を伴う財を生産する企業を増加させ，政策的意図とは逆に，産業全
体での汚染物質の排出量を増加させるおそれがある。
したがって，環境保全の立場からは，排出課徴金制度の方がベターだといえるが，課徴金の
水準の決定にはむずかしい問題が伴う。一律課税が効率的なのか，地域や産業によって格差を
設けるべきか，など最適金額の推定がむずかしく，またそれを決定するための蓮大な情報蒐集
コストがかかり，徴税コストもかかる。さらに需要の変動に応じて課徴金の金額を伸縮させる
必要があり，さもないと需要拡大期には過大な汚染物質が排出される危険がある。このような
点から，価格を市場メカニズムによって決定させる方法として，つぎの「排出権市場制度」が
考えられる。
(4) 排出権市場(売買)制度
「地球温暖化」問題のように，環境汚染に伴う外部費用の推定が不可能な場合，上に述べた
排出課徴金や補助金の適用は困難である。そのために考案された制度で，たとえば SOZ の最
適排出量を定め，それに対応して排出権(切符〉を発行する。企業は一定期間の生産活動維持
のため，その聞に発生する SOZ の総量に相当する排出権を保有していないと排出は許されな
い。そこで排出権を売買する市場を創設して，企業は一定期間内に汚染物質を排出する権利を
購入する。この権利は市場で転売できるようにする。そうすれば，汚染防止のための優れた技
術をもっ企業は SOZ の排出量が少ないため，増産に必要な排出権の量は少なく，費用も小さ
いが，他方，かかる技術や設備をもたない企業は多くの SOZ を排出するため，増産するため
には追加的に必要な排出権の量は多く，多額の費用を要する。したがって優れた技術をもっ企
業が排出権をヨリ多く需要して生産を拡大するが，そうでない企業は生産を拡大することがむ
ずかしい。その結果，排出権は優れた生産技術をもっ企業にヨリ多く配分され，排出量の総量
を一定に保ちつつ，財の生産においては効率的な生産がおこなわれる。
この制度は一国規模でもおこなえるが，国際的規模での適用も考えられる。すなわち，国際
機関が地球全体として排出してもよい「温室効果ガス」の総量を決定し(人間の制御しえない
排出源や吸収源については除外する)，有効期限つきの排出権(エコライト〉を創設して人口
比に応じて各国に配分する。各国の保有する森林などの CO2 吸収源の大きさに応じて追加的
にエコライトを配分することも考えられる。各国の企業その他の経済主体は，世界のどこから
でもエコライトを購入できるように国際市場を創設する。差し当たりは国内的にエコライト市
場を開設し，国家間でのみエコライトの売買を認める。このような形で，国際的な汚染物質排
出制度の効率的な運用をはかることが考えられる。
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